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研究ノート  
～初期の『二季惣目録帳』の構造と内容の検討～ 
 
Study on Structure and Contents of Closed Accounts in Mitsui 
 
飯 野 幸 江 
Yukie IINO 
 
＜要 約＞ 
 宝永 7（1710）年から三井の統轄機関として存在してきた京都大元方は、決算帳簿として
『大元方勘定目録』を作成してきた。明治 6（1873）年に東京大元方（後の三井組大元方）
が京都大元方を吸収してからは、三井組大元方が三井の事業を一元的に統轄してきた。三井
組大元方では明治 7（1874）年に第 1 期の決算帳簿『二季惣目録帳』が作成され、それは明
治 26（1893）年に三井家同族会が新たな統轄機関として三井組大元方にとって代わられるま
で、19 年にわたって作成された。 
 本稿では、明治 7（1874）年から明治 9（1876）年までの 3 年間 6 期分の『二季惣目録帳』
の構造と内容を検討した。『二季惣目録帳』の構造の特徴として、損益計算のみで当期純利
益を算出していること、内容面の特徴として、第 1 期『二季惣目録帳』には資本に該当する
項目がないことを明らかにした。そして第 2 期以降の『二季惣目録帳』で計上される、「永々
積立金」の会計上の性格を考察した。 
 
＜キーワード＞ 
三井組大元方、二季惣目録帳、決算帳簿、財産計算、損益計算、永々積立金 
 
 
1 はじめに 
 
三井家の創業は、延宝元（1673）年に三井八郎右衛門高利が京都と江戸に呉服店を開いた
ことによって始まる。高利は京都・江戸・大坂の 3 都に呉服業と両替業を中心として事業を
拡大し、それに伴って営業店および経営に携わる同苗 1) の数が増加した。これらを一元的に
統轄する機関として宝永 7（1710）年、京都に大元方が設立された。大元方では設立時から
54  嘉悦大学研究論集 第 56 巻第 1 号通巻 103 号 平成 25 年 10 月 
年に 2 回、決算帳簿として『大元方勘定目録』が作成されており、これは三井家全体として
の決算帳簿としての性格を有するものであった。 
明治政府の樹立によって、江戸が東京と改称されて事実上の首都となると、三井家は明治
政府の新貨幣為替方御用を引き受けるなど、明治政府と結びついて事業を展開した。そのた
め三井家においても東京に経営の中枢を置くことが必要になり、明治 4（1871）年、東京を
中心とする関東の事業を統轄するために東京大元方が設立された。しばらくの間、東京大元
方と京都にある大元方（以下、東京大元方と区別するため「京都大元方」と記す）は、三井
家の統轄機関として併存していたが、明治 6（1873）年 5 月、東京大元方は京都大元方を吸
収し、三井組大元方として三井家の全事業を一元的に統轄することになった。そして三井組
大元方は、明治 26（1893）年に三井家同族会が設立されるまで、三井家の最高議決機関とし
て事業と同苗を統轄することになる。 
ところで、三井組大元方においても年に 2 回、決算帳簿として『二季惣目録帳』が作成さ
れた。『二季惣目録帳』は、明治 7（1874）年に第 1 期のものが作成され、明治 25（1892）
年まで 38 期分が作成された。 
『二季惣目録帳』に関する先行研究には、安岡（1979）が明治 10（1877）年上期の『二季
惣目録帳』を翻刻・紹介している。さらに明治 10（1877）年上期から明治 25（1892）年下期
までの各勘定科目の金額の推移を分析している 2)。しかしながら、安岡（1970）においては、
明治 9（1876）年以前の初期の『二季惣目録帳』については触れられていない。初期の『二
季惣目録帳』の研究には岩崎（1972）のものがあり、そこでは明治 7（1874）年上期（第 1
期）、明治 8（1875）年下期（第 4 期）、および明治 9（1876）年上期（第 5 期）の『二季惣
目録帳』を紹介している 3)。岩崎（1972）においては、『二季惣目録帳』の内容についての
検討・分析が充実している一方、会計学的な視点からの検討・分析は必ずしも十分とは言え
ない。また、三井文庫（1977）では、明治 7（1874）年上期（第 1 期）から明治 8（1875）年
下期（第 4 期）までの『二季惣目録帳』が翻刻されており 4)、今井典子によって解説されて
いる 5)。この他の先行研究としては、河原（1977）が明治 10（1877）年上期の『二季惣目録
帳』を、安岡（1970）の研究に基づいて紹介したものがある 6)。また、三井文庫（1980）で
は『二季惣目録帳』について、岩崎（1972）と同内容の検討・分析が行われている 7)。 
本稿では、これらの先行研究に基づいて、初期の『二季惣目録帳』の構造と内容について
会計学的に検討していく。具体的には、明治 7（1874）年上期から明治 9（1876）年下期まで
の 6 期分の『二季惣目録帳』を検討の対象とする。この時期を初期の『二季惣目録帳』と位
置づけるのは、明治 9（1876）年以前と明治 10（1877）年以降では『二季惣目録帳』の構造
が大きく変化するからである。本稿では、初期の『二季惣目録帳』を会計学的に検討してい
くことで、先行研究の隙間を埋め、『二季惣目録帳』の研究に新たな視点を加えることを目
的とする。 
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2 三井における統轄機関の変遷と三井組大元方 
 
 三井の統轄機関としての大元方の歴史は、宝永 7（1710）年に三井の営業店の一つであっ
た京都御用所の中に大元方会所が置かれたことに始まる。京都大元方では設立時から年に 2
回、決算帳簿として『大元方勘定目録』が作成されており、これは三井全体の決算帳簿とし
ての性格を持つものであった。 
 明治期に入って、三井では一連の改革が行われた。その一つが東京大元方の設立である。
東京大元方の設立は、明治 4（1871）年 10 月に制定された『規則』よって定められた。『規
則』によれば、京都大元方と東京大元方は同等とされ、形式上の両者の違いは管轄区域だけ
であった 8)。東京大元方は、明治新政府樹立による東京の政治的比重の高まりから、三井に
おいても東京に経営の中枢を置く必要性から設立された。しかし、明治 5（1872）年 1 月 11
日に東京海運橋兜町の為換座・御用所内に東京大元方役場が開設された後は、重要な決定は
すべて東京大元方においてなされた 9)。すなわち、形式上は京都大元方と東京大元方が併存
して三井の事業を統轄する体制であったが、実質的には東京大元方による統轄が始まったの
である 10)。 
 東京大元方開設後も三井の改革は続き、明治 6（1873）年 5 月に大元方総轄の地位にあっ
た三野村利左衛門によって発せられた『明治六年五月申渡改正規則』において、経営組織や
人事に関する規則の制定や通達を行った。その中にある大元方と全営業店に宛てた「東京大
元方懸役配改正」おいて、「大元方之義、東京を大元方基本ト相建、惣取締致シ可申候事」、
「諸改正向并規則等役替其外願伺事、万事大元方総轄決議之上相達可申候事」と定められ
た 11)。すなわち、東京大元方を三井組の統轄機関とし、最高議決機関とすることを定め、全
営業店に通達したのである。さらに京都大元方に宛てた「大坂西京合併改正規則」において、
「事件之義は東京大元方へ遂相談扱可申候事」、「旧大元方ヲ相廃し、新町御用所奥江大元
方ヲ相建可申候、尤東京大元方出張所と相心得可申候事」と定められた 12)。これにより京都
大元方は廃止され、東京大元方の出張所とすることとなったのである。すなわち、事実上、
京都大元方は東京大元方に吸収され、三井の統轄機関が一元化されたのである。これ以降、
東京大元方は三井組大元方と称され、明治 26（1893）年に三井家の最高議決機関である三井
家同族会が設立するまで続く。なお、宝永 7（1710）年から京都大元方で作成されていた『大
元方勘定目録』は、明治 6（1873）年下期以降、『大元方出張所勘定調書』という名称で作
成されるようになった。 
 
3 『二季惣目録帳』 
 
3.1 『二季惣目録帳』の概要 
 『二季惣目録帳』は、三井組大元方で作成された決算帳簿であり、『大元方勘定目録』と
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同様に、三井全体の決算帳簿としての性格を持つものであった。『二季惣目録帳』は、明治
7（1874）年から明治 25（1892）年までの 38 期分が作成され、現存している。決算日は 6 月
30 日と 12 月 31 日の年 2 回であり、会計期間は半年である。ただし、第 1 期は明治 4（1871）
年 10 月から明治 7（1874）年 3 月 31 日まで、第 2 期は明治 7（1874）年 4 月 1 日から明治 7
（1874）年 12 月 31 日までとなっている。『二季惣目録帳』が作成されたのは明治 7（1874）
年からであるが、第 1 期の会計期間の期首が明治 4（1871）年 10 月となっていることから、
『二季惣目録帳』には東京大元方設立以降の取引が含まれていることがわかる。 
 『二季惣目録帳』は 2 冊あり、1 冊に明治 7（1874）年から明治 16（1883）年下期までの
20 期分、もう 1 冊に明治 17（1884）年上期から明治 25（1892）年下期までの 18 期分が記載
されている。『二季惣目録帳』は、正本と副本が 1 冊ずつ作成された。『二季惣目録帳』の
第 1 分冊の最初のページは、以下の記述で始まっている。 
 
「向来正副弐冊相認メ、御調印済 
之上、東京江壱冊、出張所江壱冊 
  
本目録写出張所江差立候節、表紙上書左之通 
   明治十二年上半季 
    大元方勘定目録 
    〆 
  右之通半年毎出張所江相廻シ有之処、十五年春季分ﾖﾘ正副弐冊相 
認メ、東京・西京壱冊宛所蔵可致事ニ評議済、依テ弐冊共一ト先 
出張所江相廻シ、同所御調印済之上壱冊差越次第、当地ニ仕舞可 
置ク事 
   十五年七月」13) 
 
 これによれば、『二季惣目録帳』は、明治 15（1882）年上期から正本と副本を 1 冊作成す
ることとしている。表紙は『大元方勘定目録』とし、三井組大元方が正本、京都の西京大元
方出張所が副本を保管することとしている 14)。上記の記述の後、ページを改めて、第 1 期の
『二季惣目録帳』が記載されている。 
 
3.2 『二季惣目録帳』の構造 
 明治 7（1874）年から明治 9（1876）年までの 6 期分の『二季惣目録帳』は、①勘定残高集
計部分、②損益計算部分 および③利益処分計算部分から構成されている 15)。 
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3.2.1 勘定残高集計部分 
 勘定残高集計部分では、すべての項目の残高を「入方」と「出方」に分けて集計している。
「入方」には負債と収益の項目、「出方」には資産と費用の項目が記載されており、「入方」
は現在の「貸方」、「出方」は現在の「借方」に相当する用語として用いられていることが
わかる。科目の配列は「入方」、「出方」の順になっている。勘定残高集計部分の最後にお
いて、「入方」合計と「出方」合計を計算し、両者の差額を計算している。 
  
表 1 は、第 1 期『二季惣目録帳』の勘定残高集計部分を整理したものである。 
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表 1 第 1期『二季惣目録帳』勘定残高集計部分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）『壬明治五年 至同十六年十二月 二季惣目録帳 申正月吉日』三井文庫所蔵史料、別 2015、 
および三井文庫（1977）『三井事業史 資料篇二』三井文庫、631～634 ページから作成。 
（単位：円）
三越元方貸金　利足年イ（一） 110,000.0000 大蔵省準備金御預り差引残高 71,602.0000
三越元方貸金　利足年チ（八） 20,000.0000
開拓使セ（二）割御預り之
内、右同断
296,670.0000
東京御用所元備金　利足年サ
（五）
5,000.0000 各所店々功納合高 145,130.4277
大坂座普請金貸　無利足 2,000.0000 大坂店為替差引残高 79,073.9391
右同所右同断　同 200.0000 利足入高 163,623.1636
右同処貸金　利足月イセサ
（一二五）
3,000.0000 六角・新町・南　御宅々年賦済金 360.0000
神戸店右同断　イ（一）万円
年チ（八）ヱ仙（七千）円年
イ（一）
17,000.0000
新町御宅年イサ（一五）利足
付旧御用所預り金ニ而、三野
村利左衛門持帰り候分
1,150.0000
御用所差加江金江相預ケ候高 73,330.0000
開拓使証券セ（二）割御下ケ
渡之内上納高、但御約定通り
年サ（五）朱之利足ヲ以、更
ニ御預りニ建ル、利足は毎年
六月十二月上納可致候事　但
証書差出之有
73,330.0000
米代金之内三口内済差引残 22,300.0000
芝口壱町目拾五間口地処払代
金、元高三千弐百五拾円也
1,500.0000
八郎右衛門様御立替 600.0000
大坂店元金弐万弐千五百円
酉秋利足預り
1,125.0000
次郎右衛門様右同断 319.5666 82,999.4749
篤二郎様右同断 200.0000 洋銀 818弗50銭
向井一郎兵衛　林留右衛門
立替
50.0000
中塚徳三郎右同断 50.0000
三谷三九郎地処代金 25,350.0000
駿河町六間口家作買入代 1,100.0000
旧両替店立替弐口高　追而仕
訳可相成廉
336.5944
三野村利左衛門承る、小嶋渡
金
1,150.0000
公債証書口々買入之代 303,382.1960
六角御宅普請金年賦済之廉 600.0000
新町御宅右同断 400.0000
南御宅右同断 2,000.0000
神社仏閣諸入費払方 56.5873
95,936.4397
洋銀 818弗50銭
御宅々賄料払方 46,430.4140
御小遣其外諸入費払方 5,301.9130
各所出張往返右同断 4,347.0000
利足払其外右同断 23,909.7336
等席手代役料并目代席月給共
右同断
17,476.2500
進物口々右同断 816.4496
店々其外心付右同断 169.0000
賄かた右同断 238.2611
神戸店差引残貸高 16.8000
横浜店差引残貸高 30,016.8000
函館店右同断 100,480.0000
新潟為替座備金 3,000.0000
916,564.0053 916,564.0053
洋銀 818弗50銭 洋銀 818弗50銭
臨時諸入費払方
かし
合計 合計
出　　方 入　　方
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3.2.2 損益計算部分 
 損益計算部分では、勘定残高集計部分のうち収益と費用の項目だけを抽出して損益計算を
行っている。最初に「入方」項目として収益、次に「払方」項目として費用が記載されてい
る。この部分の最後において、「入方」合計から「払方」合計を差し引いて当期純利益が計
算される。「入方」合計が「払方」合計を上回って当期純利益となれば「延金」、「入方」
合計が「払方」合計を下回って当期純損失となれば「不足」と表記される。 
 表 2 は、第 1 期『二季惣目録帳』の損益計算部分を整理したものである。 
 
表 2 第 1期『二季惣目録帳』損益計算部分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）『壬明治五年 至同十六年十二月 二季惣目録帳 申正月吉日』三井文庫所蔵史料、別 2015、 
および三井文庫（1977）『三井事業史 資料篇二』三井文庫、631～634 ページから作成。 
 なお、表 2 の「払方」項目の「御宅々賄料右同断」は、表 1 の「出方」項目の「御宅々賄
料払方」のことであるが、金額が 2 厘違っている。原史料においても翻刻史料においても、
その金額となっているので、表の作成にあたってもそのまま記載した。 
 
3.2.3 利益処分計算部分 
 利益処分計算部分では、損益計算部分で「延金」（当期純利益）が出た場合に、そこから
配当金の支払分を差し引いて利益処分を行う。「延金」から配当金を差し引いた金額は「全
延金」と表記され、次期の『二季惣目録帳』の「入方」の「永々積立金」に計上される。な
お、損益計算部分で「不足」（当期純損失）が出た場合は、利益処分計算部分の記載はない。 
 表 3 は、第 1 期『二季惣目録帳』の利益処分計算部分を整理したものである。 
 
（単位：円）
神社仏閣諸入費払方 56.5873 各所店々功納合高 145,130.4277
95,936.4397 利足入高 163,623.1636
洋銀 818弗50銭
御宅々賄料右同断 46,430.4120
御小遣其外右同断 5,301.9130
各所出張往返右同断 4,347.0000
利足払其外右同断 23,909.7336
別宅役料并目代席月給共右同断 17,476.2500
進物口々右同断 816.4496
店々其外心付右同断 169.0000
賄かた右同断 238.2611
小計 194,682.3463
洋銀換算額（1ドル＝1.05円） 859.4250
延金 113,211.8200
合計 308,753.5913 合計 308,753.5913
臨時諸入費払方
払　方 入　方
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表 3 第 1期『二季惣目録帳』利益処分計算部分 
 
 
 
 
 
 
（出所）『壬明治五年 至同十六年十二月 二季惣目録帳  
申正月吉日』三井文庫所蔵史料、別 2015、および 
三井文庫（1977）『三井事業史 資料篇二』三井 
文庫、631～634 ページから作成。 
 
 初期の『二季惣目録帳』の構造の特徴は、損益計算のみで当期純利益を計算していること
である。これは、京都大元方で作成されていた『大元方勘定目録』の計算構造と大きく異な
る。『大元方勘定目録』では、財産計算と損益計算の両方で 2 面的に当期純利益を算出して
いた。それに対して『二季惣目録帳』では、資産と負債の項目の残高が集計されているにも
かかわらず、財産計算によって当期純利益が算出されていない。三井では『大元方勘定目録』
の作成が開始された宝永 7（1710）年から 2 面的に当期純利益を算出していたのであるから、
計算方法を知らないということはあり得ない。 
 財産計算による当期純利益の計算が行われなかった理由の一つとして考えられるのは、す
べての資産と負債が『二季惣勘定目録』に計上されていない可能性があることだろう。東京
大元方は明治 4（1871）年 10 月に設立されてから、第 1 期『二季惣目録帳』が作成されるま
で 1 度も決算を行っていない。そのため第 1 期『二季惣目録帳』の会計期間は、2 年 6 か月
という三井の会計期間としては長期にわたるものとなってしまっている。そこで、明治 6
（1873）年 5 月に、『明治六年五月申渡改正規則』の中の「大元方取調向申渡」において、
東京大元方が創設された明治 4（1871）年下期にまでさかのぼって、金銭出納の詳細を調査
することが指示されている16)。 
もちろんこの間、東京大元方において数多くの会計帳簿が作成された17) が、決算帳簿の作
成を想定した作成ではなかったのだろう。そのため『二季惣目録帳』の作成にあたって、資
産と負債の計上に漏れが生じてしまった可能性が考えられる。このことは、資産の中に不動
産に関する項目がほとんど含まれていない18)ことからも、十分に考えられる。寛政 9（1797）
年以降の『大元方勘定目録』では不動産も資産計上されていることから、『二季惣目録帳』
において、意図的に不動産を簿外処理したとは考えにくい。何らかの事情で漏れが生じてし
まった資産や負債があると考えるほうが妥当であろう。 
 このように考えると、『二季惣目録帳』の勘定残高集計部分において、「入方」と「出方」
の合計額が一致しないのも不思議ではない。すべての項目の残高が記載されていれば、勘定
（単位：円）
延金 113,211.8200
内
セ（二）割配当之分、委細は
別帳面ニ之有
22,642.3640
差引
全延金 90,569.4560
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残高集計部分は残高試算表となるため、「入方」と「払方」の合計額は一致する。一致しな
いのは計上漏れがあるからである。 
なお、明治 10 年上期以降の『二季惣目録帳』では財産計算が行われ、損益計算と財産計算
の 2 面から当期純利益が算出されている。 
 
3.3 『二季惣目録帳』の内容 
 『二季惣目録帳』の内容上の特徴は、資本金がないことである。第 1 期『二季惣目録帳』
の「入方」は負債と収益で構成され、資本項目がない。これは明治 4 年 10 月に東京大元方が
設立された時に、資本金に相当するものがなかったためである。 
 東京大元方は、設立されてから明治 5（1872）年 1 月 11 日に開設されるまでに、1,008,000
両の大蔵省と開拓使の兌換証券引替準備金（正金）と 874,000 円の大蔵省兌換証券を受け入
れている。これらは東京大元方が運用できる資金であり、これをもとに東京大元方は営業を
開始したのである 19)。すなわち、自己資本を全く拠出せず、政府からの他人資本のみで営業
を開始したのである。「大蔵省準備金御預り差引残高」、「開拓使セ（二）割御預り之内、
右同断」、および「開拓使証券セ（二）割御下ケ渡之内上納高」は、兌換証券の発行取扱に
関するものであり、この 3 項目で負債の 80％以上、「入方」の 50％以上を占める。 
 「入方」で収益に該当するのは「各所店々功納合高」と「利足入高」である。「各所店々
功納」は、東京大元方の傘下にある営業店からの功納金であり、「利足入高」は受取利息で
ある。 
 このように「入方」には負債と収益が記載されているが、これらは三井組大元方の運転資
金として利用できるものであった。 
 「出方」は資産と費用で構成されている。「出方」は、⑴公債証書買入（「公債証書口々
買入之代」）、⑵各店への貸付（「三越元方貸金」、「東京御用所元備金」、「大坂座普請
金貸」、「神戸店貸金」、「御用所差加江金江相預ケ候高」）、⑶各店との為替貸借差引残
高貸し（「神戸店差引残貸高」、「横浜店差引残貸高」、「函館店差引残貸高」、「新潟為
替座備金」）、および⑷諸経費の支払い、に大別される 20)。⑷諸経費の支払いの中には、費
用の項目の他に、不動産（「三谷三九郎地処代金」、「駿河町六間口入作買入代」）、普請
代金、立替金、米代金などがある。 
 なお、第 2 期以降の『二季惣目録帳』には、「入方」に「永々積立金」が計上される。「永々
積立金」は、「資本金のような性格をもつようにも思われる」21)もの、または「資本金に相
当する」22)ものと解釈されている。 
「永々積立金」には、利益処分計算部分で計算された「全延金」が計上されるが、これ以
外に「地券口々書替残高」、「銀行配当金入」、「店々功納積金」、公債証書の「売渡徳入」
などが計上されている。「地券口々書替残高」は、従来大元方の所有する地所・家屋の評価
額と購入（あるいは抵当）価額との差額であり 23)、所有する固定資産の評価差額と言えるも
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のである。「銀行配当金入」は銀行からの受取配当金、「店々功納積金」は各店からの功納
金を積み立てた金額、公債証書の「売渡徳入」は有価証券売却益である。また、「永々積立
金」は、当期純損失の処理に利用される他、公債証書の買入や未決算金の支払いなどにも利
用されている 24)。 
「永々積立金」は、これまで資本金に相当するものとして解釈されてきた。しかし、「永々
積立金」は拠出資本ではなく、留保利益や収益の資本組入額から構成されている項目である。
「永々積立金」を資本項目の一つと見なすことは可能であると思われるが、資本金概念を現
在の法定資本のように拘束力の強いものと捉えると、「永々積立金」を資本金と見なすのは
強引だと思われる。それよりも「積立金」という名称にあるように、リザーブという概念 25)
で捉えるのが相応しいのではないかと考えられる 26)。 
 
4 おわりに 
 宝永 7（1710）年から三井の統轄機関として存在してきた京都大元方は、明治 4（1871）年
に東京大元方が設立されたことによって、明治 6（1872）年に統轄機関としての役割を終え
た。それに伴い、『大元方勘定目録』に代わって、『二季惣目録帳』が三井の決算帳簿とし
ての役割を持つものとなった。 
しかし、『大元方勘定目録』が財産計算と損益計算の 2 面から当期純利益を算出していた
のに対し、初期の『二季惣目録帳』は損益計算のみから当期純利益を算出している。また、
京都大元方では仕訳帳に相当する『金銀出入帳』、総勘定元帳に相当する『金銀出入寄』と
いう主要簿があって、『金銀出入寄』に基づいて『大元方勘定目録』が作成されるというよ
うに帳簿組織が確立していた。それに対して東京大元方では数多くの会計帳簿が作成された
ものの、それらの関係が整理されておらず、『二季惣目録帳』の作成プロセスが明確ではな
い。 
初期の『二季惣目録帳』は、会計発展の視点からは『大元方勘定目録』よりも後退したも
のとなっているが、明治 10（1875）年以降の『二季惣目録帳』では財産計算と損益計算の 2
面から当期純利益を算出している。これは三井組大元方の帳簿組織が整い、『二季惣目録帳』
の作成プロセスが確立したことによるものと考えられる。これについては今後の課題とした
い。 
 
 
注 
1)  三井家では一族のことを同苗といった。同苗は本家と連家から構成されており、その数は 9～11 軒
の間で推移していた。 
2)  安岡重明（1970）『財閥形成史の研究』ミネルヴァ書房、pp.315-331。 
3)  岩崎宏之（1972）「明治期における三井家大元方制度の構造とその機能」『三井文庫論叢』第 6 号、
pp.12-15 および pp.27-30。 
三井組大元方の初期の決算帳簿～初期の『二季惣目録帳』の構造と内容の検討～ 飯野 幸江  63 
4)  三井文庫（1977）『三井事業史 資料篇二』三井文庫、pp.631-643。 
5)  『同上書』pp.689-690。 
6)  河原一夫（1977）『江戸時代の帳合法』ぎょうせい、pp.290-292。 
7)  三井文庫（1980）『三井事業史 本篇第二巻』三井文庫、pp.159-168 および pp.200-205。 
8)  『規則』三井文庫所蔵史料、本 1219-3、および三井文庫（1977）『前掲書』pp.316-319。 
9)  三井文庫（1980）『前掲書』p.74。 
10) 明治 5（1872）年以降、東京大元方が三井の実質的な統轄機関であったことは、三井の各営業店か
らの功納がすべて東京大元方に上納されていること、および京都大元方の費用が東京大元方からの
為替金交付で賄われていることなど、会計上からも明らかとなっている。これについては拙稿「東
京大元方の設立と大元方勘定目録－明治時代初期における三井大元方の会計－」（2006）『嘉悦大
学研究論集』第 49 巻第 2 号、pp.31-47、および「東京大元方の会計帳簿－明治時代初期における三
井の会計帳簿－」（2008）『嘉悦大学研究論集』第 51 巻第 2 号、pp.17-26 を参照されたい。 
11) 「東京大元方懸役配改正」『明治六年五月申渡改正規則』三井文庫所蔵史料、本 1255-5、および三
井文庫（1977）『前掲書』pp.329-330。 
12) 「大坂西京合併改正規則」『明治六年五月申渡改正規則』三井文庫所蔵史料、本 1255-7、および『同
上書』p.331。 
13) 『壬明治五年 至同十六年十二月 二季惣目録帳 申正月吉日』三井文庫所蔵史料、別 2015、およ
び『同上書』pp.631-643。 
14) ただし、『二季惣目録帳』の副本については、明治 10（1877）年上期からのものが西京大元方出張
所の所蔵史料として（財）三井文庫に現存している。 
15) ただし、明治 8（1875）年下期の『二季惣目録帳』は、損益計算部分の記載しかない。 
16) 「大元方取調向申渡」『明治六年五月申渡改正規則』三井文庫所蔵史料、本 1255-8、および三井文
庫（1977）『前掲書』pp.331-332。 
17) 明治 4（1871）年から明治 7（1874）年までに東京大元方で作成された会計帳簿と思われるものを、
三井文庫（2001）『三井文庫所蔵史料（第 8 集） 主要帳簿目録（大元方等作成分）』から大雑把
に抽出してみても 20 近くある。 
18) 岩崎宏之（1972）「前掲論文」pp.15、および三井文庫（1980）『前掲書』p.166。 
19) 『同上書』pp.74-76。 
20) 岩崎宏之（1972）「前掲論文」p.15、および『同上書』p.166。 
21) 安岡重明（1970）『前掲書』p.317。 
22) 三井文庫（1980）『前掲書』p.168。 
23) 岩崎宏之（1972）「前掲論文」pp.28-29、および『同上書』pp.202-203。 
24) 「同上論文」p.29、および『同上書』p.202。 
25) 西川（1992）はリザーブを、「維持す可き資本を守る為の備え、或いは、其を食潰しても維持す可
き資本には影響を及ぼさない」ものと見なしている（西川登（1992）「近世会計実務からみた現在
会計理論」『京都大学経済学会・経済論集』第 150 巻第 1 号、p.52）。 
26) 西川（1992）は、「江戸時代の商家の貸借対照表では、自己資本を拠出資本と留保利益との 2 つに
大別している例は先ず見られない」と述べた上で、江戸時代の三井越後屋呉服店京都本店の本支店
合併貸借対照表の作成において、「自己資本を拠出資本と留保利益に 2 分する思考が有たとは考え
難い」と述べている（「同上論文」pp.44-45）。 
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